
住民１人当たりの状況
人にかかるコスト ６万 6，０００ 円
物にかかるコスト １3 万　　　　　　円
移転支出的なコスト １7 万 1，０００ 円
その他のコスト 4，０００ 円
経常行政コスト 37 万 2，０００ 円

経常行政コスト（構成比） １71 億 8,052 万円

１　人にかかるコスト　（１7.6％）
３0 億 4,919 万円

　▷人件費、退職手当引当金など

２　物にかかるコスト　（３5.0％）
６０ 億 1,028 万円

　▷物件費、維持補修費、減価償却費
３　移転支出的なコスト（４6.1％）

７9 億 2,625 万円
　▷社会保障給付や補助金など
４　その他のコスト　　（１．3％）

１億 9,479 万円
　▷公債費など

経常収益
５億 8,149 万円　▷使用料・手数料などの受益者

　　負担金
純経常行政コスト

（経常行政コストー経常収益） １65 億 9,903 万円　▷市税、地方交付税などの一般
　　財源、国県支出金など

行政コスト計算書
（平成25年４月１日～平成26年３月３１日）

　資産形成を伴わない経常的な行政活動（福
祉サービスなど）に係るコストと、使用料・手
数料などの収入状況を示すものです。

行政コスト計算書から分かること
　経常行政コスト171億8,052万円に対して、受
益者負担は5億8,149万円です。
　残りの165億9,903万円は、受益者負担金以外
の一般財源（市税、地方交付税など）、国県支
出金などで賄われています。

期首純資産残高 733 億 8,888 万円

１　純経常行政コスト △ １６5 億 9,903 万円

２　財源調達 １５8 億 7,046 万円
　　▷地方税 ５４ 億 8,828 万円
　　▷地方交付税 ６１ 億　 830 万円
　　▷補助金 ２7 億 9，413 万円
　　▷その他 １4 億 7,975 万円
３　その他（臨時損益など） △ 10 億 3,137 万円

期末純資産残高 ７16 億 2,894 万円

純資産変動計算書
（平成25年４月１日～平成26年３月３１日）

　「純資産」が1年間でどのように増減したのか
を示しています。

期首資金残高 ４億 1,108 万円

１　経常的収支 42 億 1,119 万円

２　公共資産整備収支 △７億 6,881 万円

３　投資・財務的収支 △ ３３ 億 2,214 万円

当期収支（現金増減額） １億 2,024 万円

期末資金残高 ５億 3,131 万円

資金収支計算書
（平成25年４月１日～平成26年３月３１日）

　１年間の歳計現金の流れを「経常的収支」、
「公共資産整備収支」、「投資・財務的収支」の
３つの区分に分け、どのような活動に資金を必要
としているかを示しています。

❖社会資本形成の世代間負担　
　公共資産に占める純資産合計の割合が高いほど将
来世代の負担は少なく、逆に地方債残高の割合が高
ければ将来世代の負担が大きいことが分かります。
　これまでの世代がすでに負担した資産の割合を示
す「現世代負担比率」は８７．６％、将来世代が負担す
る資産の割合を示す「将来世代負担比率」は２3.0％
となっています。

❖有形固定資産の行政目的別割合
　公共資産に計上された有形固定資産
の行政目的別の割合から、どの行政分
野に社会資本整備の重点を置いてきた
かを把握することができます。
　行政目的別の割合は、生活インフラ
などが５6.0％、教育が２７．5％、産業振
興が７．3％などとなっています。

１２２０１５．３ 広報なかの

財務諸表から分かること



平成 ２5 年度決算に基づく

中野市普通会計財務諸表

資産の部（これまでに積み上げてきた資産）
１　公共資産 ８17 億 3,778 万円
（将来世代に引き継ぐ社会資本）

▷有形固定資産 ８1７ 億　　768 万円

▷売却可能資産 3,010 万円

２　投資等 ９０ 億　　536 万円

▷投資及び出資金など ８億 5,454 万円

▷貸付金、基金など ８１ 億 5,082 万円

３　流動資産 ３8 億 1,899 万円

▷現金預金 ３7 億 1,624 万円

　（うち歳計現金） 　（５億3,131万円）

▷未収金 １億　 275 万円

資産合計 ９4５ 億 6,213 万円

負債の部（これからの世代が負担する金額）

１　固定負債 ２０3 億 9,870 万円

▷地方債 １６7 億 7,274 万円

▷退職手当引当金 ３5 億 6,959 万円

▷その他 5,636 万円

２　流動負債 ２5 億 ３，450 万円

▷翌年度償還予定地方債 ２０ 億 1,991 万円

▷その他 ５億　１，459 万円

負債合計 ２29 億 3,319 万円

純資産の部（これまでの世代が負担した金額）

純資産合計 ７16 億 2,894 万円

負債および純資産合計 ９4５ 億 6,213 万円

住民１人当たりの状況

平成２6年３月３１日現在の
住民基本台帳人口：46,234人

負　債 ４９万６，０００円

純資産 １５4万9，０００円

資　産 ２０4万5，０００円

貸借対照表
　貸借対照表は、会計年度末時点において市が保有する全ての「資産」や、その資産をどのような財源
（「負債」や「純資産」）で賄ってきたかを分かるように表したものです。
　左側に資産、右側には資産を形成した財源を負債と純資産に分けて対象表示することで、どのような資
産をどのような負担で蓄積してきたかが分かります。

　94５億6,123万円の資産を保有し、そのうち716億2,894万
円はこれまでの世代で支払済みであり、残りの229億3,319
万円は将来世代の負担で債務を返済していくことになりま
す。
　資産は、有形固定資産の減価償却や基金残高の減、売却
可能資産の減などにより、昨年度と比較して19億7,000万円
減少しました。負債は、地方債残高の減少などにより昨年
度と比較して約３億円減少しました。

　市の財政状況を市民の皆さんに分かりやすく知っていただくため、新地方公会計制度
に基づき、総務省方式改訂モデルによる普通会計財務諸表を作成しました。

貸借対照表から分かること

（注）普通会計は、一般会計のみで構成されています。

（平成26年３月３１日現在）

１３ ２０１５．３広報なかの ※財務書類では、各項目で表示単位未満の数値を四捨五入しています。
　そのため、説明の中で数値が一致しない場合や、表中で合計が一致しない部分があります。


